
○下請セーフティネット債務保証事業実施要領
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年11月５日局長決裁）
平成15年１月６日改正　　平成21年１月16日改正　　令和６年４月19日改正
（趣旨）
第１条　この要領は、福岡市（以下「本市」という。）と工事請負契約を締結している元請建設業者（以下「元請業者」という。）への資金供給の円滑化及び下請保護を図ることを目的とした、公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度（下請セーフティネット債務保証事業）（以下「本制度」という。）を導入するに当たって必要な事項を定めるものとする。

　　なお、この要領に定めのない事項については、平成11年１月28日付け建設省経振発第８号通知「公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度について」（以下「地方あて通知」という。）の記載に準じることとする。
（対象工事）
第２条　本制度の対象は、次に掲げるものを除く工事請負契約とする。ただし、複数年度工事にあっては、最終年度であって、年度内に終了が見込まれる場合のみ対象とする。

　(1) 入札執行に係る運用基準第８条に規定する低入札価格調査を行った工事

(2) 単価契約を行ったもの

　(3) 本市が、役務的保証を求めているもの

　(4) その他、元請業者の施工能力に疑義があるなど債権譲渡を承諾することが不適当であると市長が認めるもの

（譲渡債権の範囲）
第３条　本制度を利用するために譲渡を承諾する債権の範囲は次のとおりとする。
　(1) 工事が完成した場合にあっては、検査に合格し、引渡しを受けた出来形部分に相応　　する請負代金額から、既に支払いをした前払金、中間前払金及び部分払金並びに当該工事請負契約により発生する遅延損害金等の本市の請求権に基づく金額を控除した額とする。
　(2) 契約が解除された場合にあっては、出来形部分の検査に合格し、引渡しを受けた出　　来形部分に相応する請負代金額から、既に支払いをした前払金、中間前払金及び部分払金並びに当該工事請負契約により発生する違約金等の本市の請求権に基づく金額を控除した額とする。
２　前項の場合において、契約変更により請負代金額に増減が生じた場合には、債権譲渡　額は変更後の請負代金額を用いて算定する。
３　前２項の事項については、債権譲渡承諾書において明らかにするとともに、前項の場　合においては、債権譲渡人は債権譲受人に変更後の契約書の写しを提出して通知することとする。
４　第１項の本市の請求権に基づく金額の控除については、契約保証金の充当などにより徴収できた場合は、その範囲において同項の控除は行わない。
（債権譲渡人）
第４条　本制度を利用できる者は、原則として、中小・中堅元請業者（原則として資本の額又は出資の総額が２０億円以下又は常時使用する従業員の数が1500人以下の建設業者）とするが、それ以外の者（大企業等）であっても、利用を拒否する特段の事情のない限り利用できるものとする。
（債権譲受人）
第５条　本制度による債権譲受人は、事業協同組合等（事業協同組合（事業協同組合連合会等を含む。）又は民法上の公益法人である建設業者団体をいう。）又は建設業の実務に関して専門的な知見を有すること、本制度に係る債権譲渡人への貸付事業を確実に実施できる財産的基盤及び信用を有すること等の要件を満たす者として財団法人建設業振興基金が被保証者として適当と認める民間事業者であって、請負事業者（以下「債権譲渡人」という。）への資金供給の円滑化に資する資金の貸付事業を行う者とする。

（債権譲渡を承諾する時点）
第６条　債権譲渡を承諾する時点は、次のとおりとする。
　(1) 単年度工事にあっては、当該工事の出来高が、既に支払いをした前払金、中間前払　　金及び部分払金以上に到達したと認められる日以降
　(2) 複数年度工事にあっては、最終年度において、当該工事の出来高が、既に支払いを　　した前払金、中間前払金及び部分払金以上に到達したと認められる日以降
２　前項の出来高確認は、当該工事の予算の執行を所管する課（以下「発注課」という。）において確認し、債権譲渡人が提出する工事履行報告書　の受領をもって足りることとする。
（債権譲渡承諾後の中間前金払等の取扱い）
第７条　債権譲渡承諾後は、当該工事については、中間前金払の請求はできないこととする。
（下請保護方策）
第８条　本制度を利用する際に講ずべき下請保護方策は、地方あて通知に準じ、第１号及　び第２号の方策とする。
　(1) 債権譲渡人は、融資時に、当該工事に関する融資申請時までの下請業者等への代金　　の支払状況及び当該借入金の下請業者等への支払計画を債権譲受人に提出する。
　(2) 債権譲渡人倒産時の方策として、イ又はロのいずれかの方策。ただし、債権譲受人　　の事務体制上、イ又はロの方策を講じることが困難な場合は、当分の間、ハによることもできることとする。
　　イ　債権譲渡人の倒産により下請業者等への支払いができなくなった場合に、債権譲　　　受人は、債権譲受人が受け取る請負代金の一定割合を限度として、債権譲渡人に代わって下請業者等に支払う旨の特約を債権譲渡契約において定める。
　　ロ　債権譲渡人の倒産により下請業者等への支払いができなくなった場合に、債権譲　　　受人は、債権譲受人が受け取る請負代金から債権譲渡人への貸付金を精算のうえ、残余の部分を債権譲渡人に代わって下請業者等に支払う旨の特約を債権譲渡契約において定める。
　　ハ　債権譲渡人の倒産により下請業者等への支払いができなくなった場合に、債権譲　　　受人は、債権譲受人が受け取る請負代金から債権譲渡人への貸付金を精算のうえ、残余の部分を債権譲渡人に代わって下請業者等に支払うことについて、債権譲渡人の債権者間で合意が整った場合に当該合意に従って支払いを行うなどによりできるだけ下請保護を図る。
２　前項の債権譲渡人倒産時の方策については、債権譲渡人と債権譲受人が責任を持って　行うこととして、本市は関与しないこととする。
（債権譲渡の承諾申請）
第９条　本制度を利用しようとする元請業者は、第５条に規定するものとの間に、本市の　債権譲渡承諾を停止条件とした債権譲渡契約を締結するものとする。
２　履行保証を付した工事のうち、保証委託契約約款等において、請負代金債権の譲渡に　つき保証人（損保会社等）の承諾が必要な場合には、本制度を利用しようとする元請業　者は、あらかじめ保証人の承諾を得るものとする。
３　第１項の債権譲渡契約を締結した債権譲渡人と債権譲受人は共同で次の書類を作成　　し、第６条第１項に定める期間内に発注課に提出して債権譲渡の承諾申請を行うものと　する。
　(1) 債権譲渡承諾依頼書　３通
　(2) 締結済の債権譲渡契約書　１通
　(3) 工事履行報告書　１通
  (4) 発行日から３カ月以内の債権譲渡人と債権譲受人の印鑑証明書　各１通
　(5) 振興基金が債権譲受人に対して発行する債務保証承諾書の写し　１通
　(6) 前項に規定する保証人の承諾を証する書面　１通
　(7) 口座登録届書　１通
（債権譲渡の承諾）
第10条　発注課においては、債権譲渡に係る工事請負契約が第２条に定める対象工事であると認められる場合は債権譲渡を承諾することとし、債権譲渡人及び債権譲受人それぞれに債権譲渡承諾書１通を交付するものとする。
２　債権譲渡を承諾しない場合は、その理由を記載した債権譲渡不承諾通知書を債権譲渡　人及び債権譲受人それぞれに１通交付するものとする。
３　前２項の承諾又は不承諾は、本制度の趣旨に鑑み、できるだけ速やかに行うように努めるものとする。
（債権譲受人の出来高確認）
第11条　融資時の出来高確認は、債権譲受人が行うこととする。
２　債権譲受人は、融資時等における出来高確認を行うために、現場確認の必要がある場　合は、現場確認協力依頼書を発注課に提出して、現場への立ち入りを申請することができる。
３　前項の現場確認協力依頼書の提出があった場合は、支障のない範囲内で現場への立ち　入りを承認することとする。
（請負代金等の請求）
第12条　債権譲受人は、第３条規定の範囲内で、対象工事請負契約に定められた検査等の　所定の手続を経て、部分払金又は完了払金（以下「請負代金等」という。）の額が確定した場合に限り、その額の支払いを請求することができる。なお、債権譲渡承諾後は、債権譲渡人は、請負代金等の請求をすることはできない。
２　債権譲受人は、前項に規定する請求を行う場合は、発注課に対して請求書を提出する　ものとする。
（様式）
第13条　本制度において使用する様式は、次のとおりとする。
　(1) 債権譲渡承諾依頼書及び債権譲渡承諾書（様式１）
　(2) 債権譲渡契約証書（平成14年12月18日付け国官会第1812号他通知「公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度に係る事務取扱いについて」様式３－①又は②に準じて作成する。）
　(3) 工事履行報告書（様式２）
　(4) 口座登録届書（様式３）
　(5) 金銭消費貸借契約書（地方あて通知様式４に準じて作成する。）
　(6) 支払状況・支払計画書（地方あて通知様式５に準じて作成する。）
　(7) 下請業者の受益の意思表示（地方あて通知様式６及び７に準じて作成する。）
　(8) 債権譲渡不承諾通知書（様式４）
　(9) 現場確認協力依頼書（様式５）
　　　附　則
１　この要領は、平成15年１月20日から施行する。
２　この要領により債権譲渡を認める工事請負契約は、原則として施行期日以降に起工する工事請負契約とするが、施行期日前に起工した工事請負契約であっても、特段の事情のない限り債権譲渡を認めることとする。
　　　附　則
１　この要領は、平成21年１月16日から施行する。
２　この要領により債権譲渡を認める工事請負契約は、原則として施行期日以降に起工する工事請負契約とするが、施行期日前に起工した工事請負契約であっても、特段の事情のない限り債権譲渡を認めることとする。
附　則
１　この要領は、令和６年４月19日から施行する。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１）
債権譲渡承諾依頼書（下請セーフティネット用）
　　年    月    日
（あて先）　福岡市長　
　　（甲）請負者・譲渡人  所   在   地
　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　代　 表   者　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　実印　
　　（乙）譲    受    人　所   在   地
　　　　　　　　　　　　　名        称
　　　　　　　　　　　　　代   表   者　　　　　　　                          実印  
  請負者（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）間で締結の　　　　年　　月　　日付けの債権譲渡契約証書に基づき、甲は、甲が貴市に対して有する下記の工事請負代金債権を乙に譲渡することにつき、建設工事請負契約書第５条第１項ただし書に規定する承諾をいただきますよう依頼します。
　乙においては、「公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度について」（平成11年１月28日付け建設省経振発第８号）に従い、本譲渡債権を担保として、甲に対し当該工事の施工に必要な資金を融資するとともに、甲の下請業者に対する適切な支払いの確保を図るものとします。
  なお、建設工事請負契約書第43条に規定する「契約不適合責任」は、当然のことながら甲に留保されていることを申し添えます。
　また、甲及び乙は、建設工事請負契約書第34条の２に規定する中間前金払は、貴市による承諾以降は請求しません。
記
１　譲渡対象債権
 (1)  工  事  名
 (2)  契約締結日　　　　　　　　　年　　月　　日
 (3)  工事場所
 (4)  工期　　　　　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで
 (5)　請負代金額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　(ただし､契約変更により増減が生じた場合はその金額による) 
 (6)  支払済前払金及び中間前払金額　金　　　　　　　　　円
 (7)  支払済部分払額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
 (8)  債権譲渡額                    金　　　　　　　　　円〔　　　年　月　日現在見込額〕
（（８）＝（５）－（６）－（７））（ただし､契約変更により増減が生じた場合はその金額による）
 　
　　上記工事の請負代金債権については、譲渡、差押、質権の設定その他の権利の移動又は設定等が　なされていないことを念のため申し添えます。
２  融資に当たり、必要な出来高調査は乙が行います。なお、乙は、本件建設工事請負契約に基づき　貴市が行う出来形査定結果については、一切異議を申し立てません。
３　本件債権譲渡の承諾を得た後は、本件工事の部分払金及び請負代金の請求は乙が行い、甲は一切　の請求を行いません。また、清算は甲、乙間で責任をもって行い貴市には一切ご迷惑をおかけ致し　ません。
４　本件に関する連絡先及び担当者
 (1)  所　　属
 (2)  電話番号
 (3)  職　氏名
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
債権譲渡承諾書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　上記につき、公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡については、工事完成引渡債務不履行を事由とする工事請負契約の解除をもって乙に対抗できる旨及び下記事項について異議を留めて、建設工事請負契約書第５条第１項ただし書の規定により承諾します。
　なお、本承諾によって建設工事請負契約書第43条に基づく甲の責任が一切軽減されるものではないことを申し添えます。
　また、甲及び乙は、建設工事請負契約書第34条の２に規定する中間前金払は、本承諾以降は請求できないものとします。
記
１  譲渡対象債権
　　譲渡される甲の工事請負代金債権の額は、本件請負工事が完成した場合において、本件建設工事　請負契約書第31条第２項の検査に合格し引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代金額から既に　支払いを受けた前払金、中間前払金、部分払金及び本件工事請負契約により発生する発注者の請求権に基づく金額を控除した額の全額とする。
　　ただし、本件工事請負契約が解除された場合においては、本件建設工事請負契約書第52条第１項の出来形部分の検査に合格し引渡を受けた出来形部分に相応する請負代金額から既に支払いを受けた前払金、中間前払金、部分払金及び本件工事請負契約により発生する違約金等の発注者の請求権に基づく金額を控除した額の全額とする。
　　なお、契約変更により請負代金額に増減が生じた場合には、債権譲渡承諾依頼書(5)及び(8)の金　額は変更後の金額とする。
２  当該譲渡債権は、乙の甲に対する当該工事に係る貸付金及び甲倒産時の当該工事に係る下請人等　の債権を担保するものであって、乙が甲に対して有するそれ以外の債権を担保するものではないこ　と。
３  甲及び乙は、譲渡債権について、他の第三者に譲渡し若しくは質権を設定しその他一切の処分な　いしは債権の帰属並びに行使を害する行為を行わないこと。
４  甲倒産時等の下請負人等の保護に関しては、甲及び乙が責任を持って行うこととし、発注者は一　切関与しない。
５　甲又は乙が、本市に提出した書面に偽造・改ざんがなされていた場合その他の不正が発見された　場合には、本市の甲及び乙に対する一方的通知により承諾は取り消されるものとする。
                          発  注  者    福岡市
                                        福岡市長　　　　　　　　　　          印
　確定日付印欄　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　                                          　　（様式２）
工事履行報告書（下請セーフティネット用）
　　年　　月　　日
（あて先）
  福　岡　市　長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工事請負者）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名　称                            
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　印
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	請負金額
	                            円（※変更があっている場合は変更後）

	既払金額
	　　　　　　　　　　　　　　円（請負金額に占める率　　　　　％）
　内訳（前払金　　　　　　　　円）
　　　（中間前払金　　　　　　　　円）
　　　（部分払金    　　　      円）

	報告日付
	  　　　　年　　月　　日現在

	　　月      別
	 予　定　工　程　％
（　）は工程変更後
	 実　施　工　程　％
 （　）予定工程との差
	 備　　　考

	　　　　年  　月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	            　月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	              月
	            （　　　）
	            （　　　）
	

	（記載欄）

	　上記のとおりの実施工程（出来高）である
　ことを確認した。 
    　　　　年　　月　　日
 （監督員）所　属
           氏　名                    印
	 課　　長
	 係　　長
	 係　員

	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式３）
口座登録（変更）届書（下請セーフティネット用）
                                                            　　年　　月　　日
（あて先）福岡市長
　　　　　　　　　請負者・譲渡人  所   在   地
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代   表   者　　　                          実印
　　　　　　　　　譲    受    人　所   在   地
　　　　　　　　　　　　　　　　　名        称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代   表   者　　　                          実印
　下記工事に係る債権譲渡後の工事請負代金等については、下記振込口座にお振り込みください。
１　工事名
２　履行期間　　　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日　まで
３　支払口座
	金融機関名
	                       銀行                  　 本店・支店・出張所


	金融機関コード
	
	
	
	
	
	
	
	             　１：普通預金

	預金種別
	
	                           ※預金種別  ２：当座預金

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	               ３：そ の 他

	口座名義人
	カタカナ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	漢字
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式４）
債権譲渡不承諾通知書（下請セーフティネット用）
                                                            　　年　　月　　日
（請負者・譲渡人）                              様
（譲    受    人）　　　　　　　　　　　　　　　様 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　　岡　　市　　長
　　　　　年　　月　　日付けで依頼のあった、下記工事に係る債権譲渡承諾依頼については、下記の理由により承諾できませんので通知します。
記
１　工事名
２　契約締結日
３　承諾しない理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式５）
工事出来高調査協力依頼書（下請セーフティネット用）
                                                             　　年　　月　　日
（あて先）福岡市長
　　　　　　　　　（債権譲受人）　所   在   地
　　　　　　　　　　　　　　　　　名        称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代   表   者　　　                          実印
　下記工事について、「公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度（下請セーフティネット債務保証事業）」による融資を予定しており、同工事の出来高を調査する必要があります。
　つきましては、同工事の出来高調査について工事現場の立ち入りについて協力いただきますようお願いいたします。
記
１　工事名
２　請負業者名
３　現場立入希望日時　　　　　　年　　月　　日　　　　時　　分　から
４　連絡先　　担当者氏名
　　　　　　　　　　　　電　　　話
	　上記申請について、承諾してよろしいか。
	課　　　長
	係　　　長
	担　当　者
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